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． 用関連政策 

1 労働市場政策 

 ン GDP 占 労働市場政策 支出 割合 積極的措置 消極的

措置 合計 2.97％ ン や 次い 高い 属

い 全体 中 積極的措置 い 1.22％ あ そ 中 就業支援 訓練

0.48％ 公共職業サ ビ 0.43％ 高い割合 示 い 消極的措置

失業 無業所得補助 支援 1.75％ 高い割合 示 い  

 

図表 I-63 GDPに占める労働市場政策への支出 2010年  

 

a)PES and admnistration; b)Training; c)Employment incentives; d)Supported employment and 

rehabilitation; e)Direct job creation; f)Start-up incentives; g)Out-of-work income maintenance; 

h)Early retirement 

資料注 1) 2010-2011 け 度 値 2) ン
完全 あ  

原資料 OECD 2012.7 Employment Outlook 2012 

出所 独立行政法人労働政策研究 研修機構 国 労働比較 2013

版 2013  

 

 

  

合計

公共職
業ｻｰ
a)

職業訓

練b)

雇用ｲ
ﾃｨ

c)

就業支
援、訓

練d)

直接的
雇用創

出e)

創業ｲ
ﾃｨ

f)

失業
無業所
得補
助 支

援g)

早期退

職h)

日本1) 0.63 0.28 0.05 0.07 0.10 0.00 0.05 0.00 0.35 0.35 0.00

メ 1) 0.90 0.14 0.04 0.04 0.01 0.03 0.01 0.00 0.76 0.76 0.00

1) 1.15 0.33 0.14 0.13 0.00 0.01 0.02 0.01 0.81 0.81 0.00

1)2) 0.71 0.38 0.34 0.02 0.01 0.01 0.00 0.00 0.32 0.32 0.00

ツ 2.28 0.94 0.38 0.31 0.10 0.03 0.05 0.08 1.34 1.28 0.05

ン 2.59 1.14 0.30 0.38 0.11 0.07 0.22 0.05 1.46 1.45 0.01

1.91 0.46 0.11 0.18 0.15 0.00 0.01 0.02 1.45 1.35 0.10

ン 2.97 1.22 0.43 0.13 0.01 0.48 0.17 0.00 1.75 1.75 0.00

ベ 3.75 1.48 0.22 0.16 0.60 0.13 0.36 0.00 2.27 1.53 0.74

セン 1.35 0.54 0.05 0.14 0.32 0.01 0.13 0.00 0.80 0.64 0.16

ンマ 3.48 1.91 0.51 0.42 0.32 0.66 0.00 0.00 1.57 1.20 0.37

ン 1.87 1.14 0.34 0.09 0.45 0.24 0.00 0.02 0.73 0.73 0.00

ン ン 2.82 1.04 0.18 0.53 0.13 0.10 0.09 0.02 1.78 1.48 0.30

ノ - - - 0.22 0.06 0.18 0.04 0.00 0.47 0.47 0.00

韓国 0.76 0.42 0.01 0.07 0.02 0.03 0.28 0.00 0.34 0.34 0.00

1) 0.82 0.31 0.17 0.03 0.01 0.07 0.03 0.01 0.51 0.51 0.00

ュ ン 1) 0.79 0.34 0.12 0.14 0.02 0.05 0.01 0.00 0.46 0.46 0.00

国

積極的措置 消極的措置
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2 労働費用の現状 

 ン 労働費用 製造業 主要国 比較 労働費用計 占 現金給

割合 75.7％ 日本 79.7％ メ 77.4％ 77.0％ やや い

水準 あ ン 63.7％ ン 65.1％ 高い割合 あ  

 現金給 以外 割合 ン 24.3％ あ そ 中 法定外福利費

12.1％ 比較 い 他国 比 大 いこ 分  

 

図表 I-64 製造業の労働費用の国際比較 

 

原資料  

日本 厚生労働省 2012.1 成 23 就労条件総合調査  

メ Bureau of Labor Statistics 2012.9 Employer Costs for Employee Compensation ―

June 2012 

欧州 Eurostat (2012.11 Labour Costs Survey 2008 ―NACE Rev.2 

韓国 用労働部 サ http://www.moel.go.kr/ 2012 11 現在 

出所注  未満 数値 含 , 内訳 合計 必 一致 い  内 現金給

以外 内数 日本及び メ 企業規模計, EU 10 人以 企業又 事業所

国 異 対象  

1) メ 法定外福利費 各種(生命, 健康, 短期 長期 害)保険料(Insurance) 欧州

見習 福利費 含  

2) そ 他 以 含 日本 募 費, 転勤 要 費用, 社内報, 作業服等 欧州

募 費用, 税, 補助金等, 韓国 募 費等  

出所 独立行政法人労働政策研究 研修機構 国 労働比較 2013 版

2013  

 

 

3 用関連規制の国際比較 

 ここ ン 用関連規制 強さ い OECD 資料 各

国 無期労働者 permanent worker 対 用保護指標 ン い

OECD 中 次い 用保護 強いこ 分 特 個人解

要因 い 2.03 2.15 コ 2.05 い 大

い  

％
国 日本 メ ツ ン ン 韓国
Country JPN USA R DEU R NLD ン SWE KOR

年/Year) (2011) (2012) (2008) (2008) (2008) (2008) (2008) (2011)

労働費用計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

現金給与 79.7 77.4 82.7 77.0 63.7 75.7 65.1 75.1

現金給与以外 20.3 22.6 17.4 23.0 36.3 24.3 34.9 24.9

法定福利費 (11.1) (8.3) (7.9) (14.8) (25.4) (9.3) (21.2) (6.3)

法定外福利費 
(2.4) (10.4) (6.8) (6.5) (4.1) (12.1) (8.9) (5.1)

現物給付 (0.1) － (1.4) (0.8) (0.0) (1.0) (1.1) (0.1)

退職金等の費用 (6.2) (3.9) (0.7) (0.3) (3.2) － (0.0) (12.5)

教育訓練費 (0.2) － (0.5) (0.5) (2.2) (0.8) (0.8) (0.6)

その他 
(0.2) － － (0.2) (1.3) (1.1) (2.9) (0.3)

 



76 

 

 ン 正規労働者 対 用保護指標 時系列変 個人解 要

因 い 1985 ～1995 け 用保護 弱 い そ 後 ほ

変 いこ わ こ 対 個人解 要因 団解 要因 加味 指

標 近 若 用保護 強 い 傾向  

 

図表 I-65 無期労働者に対する 用保護指標 個人解 要因、 団解 要因  

 

資料 OECD Employment Protection Database, 2013 update. 

備考  

EPRC_V3 全体 13 個人解 要因 5/7 団解 要因 2/7

構成さ 指標 数値 あ  

数値 大 いほ 用保護 程度 強いこ 示 い  

Permanet worke 対 用保護指標 あ  

2013 値 あ サ ビ 右 示さ い 国 ビ 除く

2012 値 あ  
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図表 I-66 ランダの正規労働者に対する 用保護指標の年次推移 

 バージョン  バージョン  バージョン  

1985 3.068 - - 

1990 3.043   

1995 2.837 - - 

2000 2.885 2.918 - 

2005 2.885 2.918 - 

2010 2.821 2.872 2.884 

2013 2.821 2.926 2.938 

資料  OECD Employment Protection Database, 2013 update. 

備考 ョン 1 全体 8 個人解 要因 構成さ 指標 ョン 2 全体

12 個人解 要因 5/7 団解 要因 2/7 構成さ

指標 ョン３ 全体 13 個人解 要因 5/7 団解 要因

2/7 構成さ 指標 あ 同 定義 あ  

 

 

 次 期契約労働者 temporary employment 規制状況指標 ン

い OECD 均 大 く 回 用規制 非常 弱い国 い  

 ン 期契約労働者 規制状況指標 時系列 2000 直前 用規制

弱 い そ 後 変 いこ 分  

 

 記 結果 ン 用規制 い 無期契約労働者 い ＥＵ

中 最 強い状況 あ 反対 期契約労働者 い 最 用規制 弱い状況

あ いえ  
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図表 I-67 有期契約労働者の規制状況指標 

 

出所  OECD Employment Protection Database, 2013 update. 

備考  

 EPT_V3 全体 8 期 用 労働者派遣 構成さ 指標 数値 あ  

 数値 大 いほ 用保護 程度 強いこ 示 い  

 2013 値 あ 右 示さ い 国 ビ 除く 2012

値 あ  

 

 

図表 I-68 ランダ有期契約労働者の規制状況指標の年次推移 

 バージョン 1 バージョン 3 

1985 1.375 - 

1990 1.375  

1995 1.375 - 

2000 0.938 - 

2005 0.938 - 

2010 0.938 1.167 

2013 0.938 1.167 

資料 OECD Employment Protection Database, 2013 update. 

備考 ョン 1 全体 6 期 用 労働者派遣 構成さ 指標 ョン

3 全体 8 期 用 労働者派遣 構成さ あ 同 定義

あ  
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4 労働組合組織率、労働協約の バー率について 

ン 労働組合 組織率 2011 時点 18.16％ OECD 均

回 い 時系列的 2006 19.98％ あ こ 若 減少傾向

あ  

次 労働協約 率 労働組合 加入 無 わ 労働協約 範囲

労働者 割合 い ン 2010 82.3％ OECD 均 大 く

回 ン 労働協約 大 いこ わ 時系列的 2005

85.0％ 若 減少 い  

 

図表 I-69 労働組合組織率の各国比較 

 

出所 OECD”Economic Policy Reforms Going for Growth 2013” 

注  

 統計利用可能最新 2011 ン 日本 メ

コ ン ュ ン ン 英国 米国 2010

ン ン 韓国

ン コ 2009 コ ン ロ

ン 2008 ン ン

ン セン ロ ロ 2007 ン

. 

 2006 値 読 替え 2008 ン ロ 2005 ン

2007 ロ  
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図表 I-70 労働協約 バー率の各国比較 

 

資料 OECD”Economic Policy Reforms Going for Growth 2013” 

注  

 統計利用可能最新 2010 メ 2009 コ

ン ロ ロ

英国 2008 ン ン ン

ン 日本 韓国 セン メ コ ン

ン ン ン 2007

ン ン ン ュ ン 2006

コ 

 2005 値 読 え 2006 韓国 ロ 2004 ン

2003 ン セン ュ ン 2002

ン ン ン ン メ

コ コ 2001 2000  
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